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|二二¥中十法人!二対するお武税率� | 


II平成� 22年度税事j改正大縞〈平成� 21年� 12月22諮摺議決定)j

「・・・厳しい経営環境の中で忠死に利益恋上げている中小企業を支援するため、中小法人に対す� 

!る軽減税率を引き下げることが必要です。これについては、課税ベースの見直しによる財源確課な

どと合わせ、その事急な実施iこ向けて麓撃に検討します。J 

iI j税制改正韓(経緯集配�  

f群探確保と合わせ、中小企業者等に採る法人税の軽減税率をE事態iこ民意下げる。j 

j両両点|� 
2 

g 
，2 

O 基本税率(現持� 30%)とのバランスをどう増えるか� 
， O 個人事業主!こ適毘される所得税の税負控とのバランスをどう考えるか� 
s 

O 税幸u日女正大鶴を踏まえ、認税ベースの見直しによる財源器保をどう国るか� 
g 

' 
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[ 担率ゐ設移� I

i臨時に射るたらl :一一誤解 ; 

;一一中紙人特;麟怒:rl獄後殺体制臨時率
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(1980) (1990) (2000) 
(年)

〈i主)平成� 21年� 4F118から平成� 23年� 3月318の閣に終了する各事業年度に趨用足される税率。
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中小法人と傭人事業主との提効税率比較(臨税)
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| 総会特臨制慶
 

O 新成長戦略(平成 22年6月18悶-閣議決定)(抄)

勝

地域の言電任ある戦略、民簡の知葱とこ資金、鰭の擁策の� f選択と集中jの欝点を最大按活かす� f韓合韓震観痘jを護Iji 

設する。異体的iこは、合我が欝金体の成援を道写iし、題鰐レベルでの競争護母性を持ちうる大都市等の韓定地識を対1
象とする� f罷際戦時総合特IX(叡称訂後設け、我が顕経済の成長ヱンジンとなる産業や外資系企業等の集穫をi建造け

するため、必要な規制の特傑援護及び税術IJ.期政・金融ょの支援措霊堂等を総合的に盛り込む。その欝、語人税等の按rI 
童についても議討を行うむまた、金金関で差是錯する� f地域活性化総合特誌〈穣称)Jでは、地域の知恵と工夫を最大パ

譲活かす翠誇IJの特務j議翠及び税総・鮮斡*金融ょの党議機麓等、� f新しい公共jとの連携を含めた致策パッケージをイ� 

O 制度概要〈新成長戦略実現金議� 10月21お)� 

IIヨ 的� 

i 
o瞳・地域遣を通じた規制・務l度改革後藤軸として、地械油性化の取り組みを{建造し、政策課題の解j 

決、成襲戦略の推進を翻るとともに、地城東権改革の推進に寄与o 

or菌際戦略総合特認J と「地域活性化総合特設~J の 2穂翻の総合特区を設置。 i 

i亙E筆圭量� o規制・制度改革を基軸とし、税制・期政院金棚上の支機構鷲等を実施。� I 
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一躍L!ヨ o話勧音性化推進本部(最称)(本昔日長:向調総理大豆、メンバー:全閣僚)において器本方針を策定 j 

o 酪治体等が総合特豆の操諜を実施� l 
o 閣として推進すべき擁擁につき地域活性化推議室本部(復称)が総合特誌として指定� i 

ヨ三--，-，-1*: 0 包括的・戦略的な政策課題の設定と解決策の提示があること� 

o 成長分野の活性化や地域の活性化といった邑的に対し有効で、我が霞の成長に資する新しい分野を切り� 

開くなど先駆的な最績であり、一定の熟度を有すること� 

O 地域の� f本気度Jをえミす責任ある関与があること(例:地方裂の減免、地域独自の構員会金、住民主� j

強を伴う規制強化、自らの権設iこ係る競制鑓和、組織や体制の強化義務)� 

O 今後の地域活性生を進める上で有効な閣の規制・制度改革の捕諜があること 等� ! 

O 税制擁霊に係る具体的喜審議内容(内鍛府)

調際戦略総合特区>� 

事業の課税続得控掠帝IJ躍をの髭設

研究開発!こ係る特鰐措置の創設

0
0
0


機械・装震・建物等の取得lニ係る投資税額控諒・特別償却事j度

く霞擦戦略総合持軍及び地域活性化総合特霊〉� 

O 地域戦略撒瀧を担う事灘者iこ対するt己資についての所得控除制度審i設
O 公主義的な事業の舟に供する不動簿登記に様る登録免許税の誠免
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[ アジア拠点化� i 

O 新成長戦略(王子成� 22年 6丹� 18時 間議決定)(抄)
下一 一…一一…w …一…}…………供一叩…ー……曲目一一一 恥 寸� 

7.法人糞勤続融引下げとアジア拠点{との推進等� i 

また、読本を「アジア拠点j として護活させるため、高麗人材等襲用への麓献療等と漣勤したアジア本社・研究� i
欝発拠点籍の諜鞍*集織を誕す税制撞蓋を含むインセンティブ籍Ij度について、� 2011年度からの謀議を毘指して接討� i 

O 制度概要

五:一千戸子主主五時示品開主ーふ5元ム~~五五云おおみ弱点ら予72弘子示言1
 
i 爵!こ比摘し得る大腿な税制インセンティブ嗣j重 を創設する。!�  

i手続: 金擦が拠点立地針閣を作成し、留に認定申語� i 

i 閣が基本方針に照らし企業を認定� j 

i重畳: グ口…パJI.-企業の一定以上の事業規模をもっ晦点の設置 1 

1 高度人材(経営・研究・技術等)の長期雇用、投資等を通じた経消効果の確保� 

| 地域統括・研究開発業務を閣内で実施していない 等� 

O 税制措離に係る具体的要望内容(経済産業省)

一一一 窓 締 の法人税負戸駅

税制適嶋ストック・オプション制重の克直し

外盟会謀役員に対するニ重課税捧諜
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| 消費税の課税の溜正色について� ) 


中小事業者の事務負憾に与える華持撃も勘案し、必要な準備期間を設けつつ、以下の方向の見直しを行ってはどうか。� 

11 

窃 仕入説額控除寄せ護iこおける[ ム完関初動唱し� ! いわゆる� f95%)!--)!-Jの見蓋し� 

11 ft~ 
官官々期 前 期 当期 ヨE期幽

O 非課税売上げに対応する仕入については、仕入税額控ド間抑90制m問� i…問!…万円� 
除を認めないのが際刻。

μ一一〔免税〕…削件十一ー〔免税〕……� ただし、売上げのほとんど.(95%以上〉が課税売上げ

役軍金益と一会ての仕入について仕入税磁控除を認めて
議織の扱いは続々期の毅税発上高のみで特定 位五(いわゆる� r95%JI.--JI.-J)。

i毘醸しの方向性} i毘穫しの方向性i
五27 

O 事業者の毒事務食抱に配慮する観点から講じられている

制度の趣旨に鑑み、この制度の対愛者を、中小事業者

(例えば 1年聞の課税売上高が一定金額以下の事業

者)に想定する。

r

に争前期!こ売上が急増しでも、課税事業者となるのは翌期から� 
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事者英語

一一[免税〕……

議税売上篠が上半期で1.000万円を担える場金には、盤期から課税

率主義者とするα ただし、課税売上演に代えて他の鎖僚な方法(1911 

えば支払給与の額〉で終定することもできる。
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